




 

はじめに 

 近年、我が国では少子高齢化・核家族化の更なる進行やライフ

スタイルの変化、価値観の多様化等に伴い、家庭の機能低下や地

域のつながりの希薄化などを背景とした、高齢者や子育て世代の

社会的孤立、介護と子育てに同時に直面する「ダブルケア」など

の複合的な課題を抱える事案が顕在化してきており、地域福祉に

対するニーズは年々、複雑化かつ多様化しています。 

 

本市においても、多様化する福祉ニーズに対応するために、地域住民が地域の課題

を「我が事」として捉え、解決していく意識の醸成、多様な主体の協働による包括的

な支援体制の整備が必要となっています。これまでのように、福祉サービス等が「支

え手側」「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え

合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティづくりを行い、公的な福祉サー

ビスと住民主体の活動が協働し、助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」

の実現が求められています。 

 

そこで本年度、枕崎市では、これからの地域福祉を推進していく道しるべとなる「枕

崎市地域福祉計画」を策定いたしました。この計画は「地域を支える仕組みをつくる」

「支援を必要とする人とつながる仕組みをつくる」「地域で支え合う仕組みをつくる」

という３つの基本目標のもと、「思いやり 支え合い すべての人がいきいきと暮ら

せるまち 枕崎」を構築しようとするものです。 

 

計画の推進にあたっては、行政や社会福祉協議会、関係機関・団体だけでなく、市

民一人ひとりが主体的に参画していただくことが大切です。本計画の趣旨・理念をご

理解いただき、すべての市民が思いやりと支え合いのもとでいきいきと暮らしていけ

る枕崎市を一緒に創っていきましょう。 

 

最後に、本計画の策定にあたり、ご協力いただきました枕崎市地域福祉計画策定委

員会の皆様をはじめ、市民アンケート調査等を通じて貴重なご意見・ご提言をいただ

きました多くの市民の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

令和４年３月 

枕崎市長  前田 祝成 
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第１章 計画の基本的事項 

１ 計画策定の趣旨 

 

令和 2 年の国勢調査によると、枕崎市（以下「本市」といいます。）の総人口は 20,033

人、うち 65 歳以上の高齢者数は 8,208 人（高齢化率 41.0％）となっています。国

立社会保障・人口問題研究所の推計によると令和 22 年（2040 年）には、総人口は

13,265 人、うち 65 歳以上の高齢者数は 6,404 人（高齢化率 48.3％）となること

が見込まれ、今後、医療や介護のニーズが増大することが予想されます。 

また、地域社会では、核家族化の進行や地域の人間関係の希薄化等を背景とした子育

て家庭や高齢者等の孤立の問題、高齢者や児童、障害のある人への虐待等の問題に加え、

高齢の親と働いていない独身の子どもとの同居、介護と育児に同時に直面するダブル

ケア、複合的な問題を抱えた生活困窮者等、新たな問題が生じています。 

このような拡大、多様化する福祉ニーズに対応するためには、地域住民が地域の課題

を「我が事」として捉え、解決していく意識とともに、市、社会福祉協議会、地域住民、

関係機関等の協働により包括的に支援していく体制の整備が重要となっています。 

こうした状況を踏まえ、更なる地域福祉推進の充実を図るため、「枕崎市地域福祉計

画」を策定します。 
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※厚生労働省「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」（地域共生社会推

進検討会）の資料を基に作成 

 

 

２ 計画の目的と法的根拠 

 

「地域福祉計画」は、社会福祉法第 107 条の規定に基づき、市町村が行政計画とし

て策定するものであり、「地域の助け合いによる福祉（地域福祉）」を推進するために、

人と人とのつながりを基本として、「顔の見える関係づくり」、「ともに生きる社会づく

り」を目指すための「理念」と「仕組み」をつくる計画です。 

 

根拠法 社会福祉法 第 107 条 

内 容 
地域福祉を推進する上で基礎となる理念や

仕組みを示す基本計画 

所 管 枕崎市 
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３ 地域福祉の考え方 

 

地域福祉とは、すべての住民が、健康で、住み慣れた地域で安心して生きがいのある

生活が送れるよう、住民自らが地域の生活課題を発見し、その解決に取り組むとともに、

地域で支え合い、助け合う関係や仕組みを築いていくことです。 

住民、地域の活動団体、民生委員・児童委員、事業者、社会福祉協議会、市など、地

域のあらゆる主体の協働による、地域福祉の推進における概念である「自助」「互助」

「共助」「公助」を、本計画では次のように定義します。 
 

「自助」「互助」「共助」「公助」の定義 

分 類 定 義 

自 助 

自分の力で住み慣れた地域で暮らすために、介護予防活動に取り組んだり、健

康維持のために検診（健診）を受けたり、病気のおそれがある際には受診を行

うといった、自発的に生活課題を解決する力。 

互 助※ 

家族、友人、クラブ活動仲間など、個人的な関係性を持つ人間同士が助け合い、

それぞれが抱える生活課題を、お互いが解決し合う力。また、それらの活動を

発展させると、地域住民や NPO（非営利団体）などによる、ボランテイア活動

や、システム化された支援活動となる。 

共 助 制度化された、相互扶助。社会保険制度、医療や年金、介護保険など。 

公 助 

自助・互助・共助でも支えることができない問題に対して、最終的に対応する

制度。例えば、生活困窮に対する生活保護や、虐待問題に対する虐待防止法な

どが該当する。 

 

 
※従前、このような活動を「共助」と定義していましたが、本計画では国の地域包括ケアシステムのあり方に
おいて示された定義に合わせ、「互助」としました。 
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４ 社会福祉法の改正について 

 

（１）改正社会福祉法（平成２９年法律第５２号による改正後の社会福祉法） 

平成 29（2017）年６月公布の「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の一部を改正する法律（平成 29（2017）年法律第 52 号）」により、社会福

祉法の一部改正が行われました（平成 30（2018）年４月１日施行）。 

改正社会福祉法では、市町村は、包括的な支援体制の整備（第 106条の３）のほ

か、市町村地域福祉計画の策定（第 107 条）に努めるものとされています。 
 

社会福祉法（抄） 

第百六条の三 市町村は、（中略）次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置

を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が

円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備す

るよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、

（中略）その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関す

る施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、（中

略）支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に関する施策 

三 （中略）生活困窮者自立支援事業を行う者その他の支援関係機関が、（中略）そ

の解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、（中略）前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実

施を図るため必要な指針を公表するものとする。 
 

第 106 条の３第２項に基づく指針については、国の地域力強化検討会の中間取

りまとめにおける、地域づくりの３つの方向性を骨格として、最終取りまとめの内

容を踏まえたものになるとされています。 
 

地域づくりの３つの方向性「互いに影響し合い、「我が事」の意識を醸成」 

①「自分や家族が暮らしたい地域を考える」という主体的・積極的な姿勢と福祉以外の分野と

の連携・協働によるまちづくりに広がる地域づくり 
 

②「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで、様々な取組を行う地域住民や福祉

関係者によるネットワークにより共生の文化が広がる地域づくり 
 

③「一人の課題から」、地域住民と関係機関（専門職）が一緒になって解決するプロセスを繰

り返して気付きと学びが促されることで、一人ひとりを支えることができる地域づくり 

［出典］地域力強化検討会「最終とりまとめ」（平成 29年 9月 12日） 

 

このほか、地域福祉に関連する事項として、国では生活困窮者自立支援法（平成

27（2015）年４月施行）の地域福祉計画への反映、重要な担い手である地区民生

委員・児童委員の活動環境の整備を推進することとしています。 

また、平成 28（2016）年４月に成立した「成年後見制度利用促進法（成年後見

制度の利用の促進に関する法律）」では、市町村は「成年後見制度利用促進計画」の

策定が努力義務化されました。 
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（２）市町村における包括的な支援体制の整備 

改正社会福祉法第 106 条の 3 に基づく「包括的な支援体制の整備」が求められ

る現状と課題及び体制整備の考え方として、次のような内容が示されています。 
 

① 地域福祉をめぐる現状と課題 

●世帯の複合課題 

・ 高齢の親と働いていない独身の 50 歳代の子が同居している世帯（いわゆる「8050」） 

・ 介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダブルケア」） 

・ 障害児の親が高齢化し介護を要する世帯 

・ 様々な課題が複合して生活が困窮している世帯 

●制度の狭間にある課題 

・ 制度の対象外、基準外、一時的なケース 

●自ら相談に行く力がない 

・ 頼る人がいない、自ら相談に行くことが困難 

・ 社会的孤立・排除、一例である「ごみ屋敷」、地域住民から見ると「気づいていても何も

できない」（見て見ぬふり） 

●地域の福祉力の脆弱化 

・ 少子高齢・人口減少化の進行、自治会・町内会の加入率低下などによる地域で課題を解

決していくという地域力の脆弱化 

●新たな地域課題 

・ 単身世帯の増加、賃貸住宅への入居時の保証の問題、入院時の対応や看取り、死亡後の

対応など成年後見を含め新たな生活支援が必要 

 
② 体制整備の考え方 
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（３）市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項 

■ 福祉分野の「上位計画」としての位置付け 

現状は、高齢者、障害者、子ども・子育てといった対象ごとに計画が策定され、
それぞれ根拠法が異なりますが、これらに共通する事項を市町村地域福祉計画に盛
り込むことで関連する計画との調和を図り、かつ、福祉・保健・医療及び生活関連
分野との連携を確保した福祉分野の「上位計画」として位置付けることで、制度の
縦割りではない包括的な支援を推進することが求められています。 

 

■ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項（改正社会福祉法による計画への追加記載事項） 

改正社会福祉法により、市町村地域福祉計画に盛り込む事項として、「地域におけ
る高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組
むべき事項」が加えられました。以下の①～⑯は、地域の実情に応じて追加するこ
ととされています。 
地域の課題や資源の状況等に応じ、各福祉分野が連携して事業を行うことにより、

それぞれの事業の効果、効率性や対象者の生活の質を一層高めることができるよう、
創意工夫ある取組が重要です。 

 

＜計画記載の事項例＞ 
① 様々な課題を抱える者の就労や活躍の

場の確保等を目的とした、福祉以外の
様々な分野との連携に関する事項 
 

② 高齢、障害、子ども・子育てなどの各
福祉分野のうち、特に重点的に取り組
む分野に関する事項 
 

③ 制度の狭間の問題への対応の在り方 
 

④ 生活困窮者のような各分野横断的に関
係する相談者に対応できる体制 
 

⑤ 共生型サービスなどの分野横断的な福
祉サービス等の展開 
 

⑥ 居住に課題を抱える者・世帯への横断
的な支援の在り方 
 

⑦ 就労に困難を抱える者への横断的な支
援の在り方 
 

⑧ 自殺対策の効果的な展開も視野に入れ
た支援の在り方 
 

⑨ 市民後見人等の育成や活動支援、判断
能力に不安がある者への金銭管理、身
元保証人など、地域づくりの観点も踏
まえた権利擁護の在り方 

 
⑩ 高齢者や障害者、子どもに対する統一

的な虐待への対応や、家庭内で虐待を
行った介護者・養育者が抱えている課
題にも着目した支援の在り方 
 

⑪ 保健医療・福祉等の支援を必要とする
犯罪をした者等への社会復帰支援の在
り方 
 

⑫ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施
設等の活用 
 

⑬ 「我が事・丸ごと」の地域づくりを進
めるための圏域と、各福祉分野の圏域
や福祉以外の分野の圏域との考え方・
関係の整理 
 

⑭ 地域づくりにおける官民協働の促進や
地域福祉への関心の喚起を視野に入れ
た寄附や共同募金等の取組の推進 
 

⑮ 地域づくりに資する複数の事業を一体
的に実施していくための補助事業等を
有効に活用した連携体制 
 

⑯ 役所内の全庁的な体制整備 
 
 

 

■ 包括的な支援体制の整備に関する事項（法第 106条の３第１項各号に掲げる事業を実施する場合） 

① 地域住民が主体的に地域生活課題の把握・解決ができる環境・拠点の整備、関係機

関ネットワークの構築 など 

② 住民の身近な圏域において地域生活課題を包括的に受け止める体制の構築 
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５ 計画の位置づけ 

 

本計画は、第６次枕崎市総合振興計画後期基本計画を上位計画とし、高齢者の福祉や

介護、児童福祉や子育て支援、障害福祉等、他の福祉分野における行政計画及び他の関

連計画との整合性、連携を図り、策定します。 

 

 
 

６ 計画の期間 

 

本計画の対象期間は、令和 4 年度から令和 8年度までの 5 年間とします。 

また、社会状況の変化や関連計画との整合性を図るため、必要に応じて見直しを行う

ものとします。 
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７ 計画策定の経緯 

 

（１）アンケート調査の実施 

 

●調査の目的 「地域福祉計画」策定の基礎資料として、複雑化・多様化する地域生活課

題や地域活動の現状、また、市民の地域福祉に関する意識や要望・意見な

どを把握すること目的として実施。 

●調査対象者 ：枕崎市に住所を有する 18歳以上の市民から無作為に抽出 

 

●調査期間  ：令和３年７月 

 

●調査方法 ：郵送配布・郵送回収 

 

●回収結果 調査件数 回収数 回収率 有効回答数  

 1,000 482 48.2％ 482  

 

 

（２）計画策定委員会の開催 

 期 日 議 題（案） 

第１回 
令和３年 

11月 24日 

○地域福祉計画の概要について 

（計画策定の趣旨や期間、法的根拠等） 

○アンケート調査結果の報告 

○計画骨子案について 

（計画の基本理念・基本目標、施策の方向性等） 

第２回 
令和４年 

１月 19日 

○地域福祉計画素案について 

（具体的な取組、成果指標について） 

第３回 
令和４年 

３月 16日 

○パブリックコメント結果の報告と対応について 

○地域福祉計画案について 
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第２章 枕崎市の現状と課題 

１ 統計データからみる本市の現状  

 

（１）人口 

①人口の推移 

本市の総人口は減少傾向にあります。平成 12 年と令和 2 年を比較すると、年少人

口は 1,771 人、生産年齢人口は 5,871 人それぞれ減少しているのに対し、老年人口

は 1,358 人増加しており、高齢化率は上昇しています。 

 

図表：年齢３区分別人口及び高齢化率の推移 

 

［出典］国勢調査結果（総務省統計局） 

 

②人口推計 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、今後も人口減少に伴う少子高齢化は

進行し、令和 27 年には総人口が 11,612 人、高齢化率 50.0％となる見込みです。 

 

図表：将来推計人口（平成 30（2018）年推計） 

 

［出典］国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）』 
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図表：他市町村との少子高齢化状況比較（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］国勢調査結果（総務省統計局） 

 

  



 

 11 

③外国人人口の推移 

外国人人口の推移をみると、平成 17 年に急増しており、令和 2 年は 373 人となっ

ています。 

図表：外国人人口の推移 

 

［出典］国勢調査結果（総務省統計局） 

 

 

 

（２）要介護認定者数の推移 

要介護認定者の推移をみると、平成 29 年度に減少したものの、平成 30 年度以降は

増加傾向にあります。今後も、後期高齢者の増加等に伴い、要介護認定者の増加が予想

されます。 

 

図表：要介護認定者数の推移 

 

［出典］介護保険事業状況報告 
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（３）障害者手帳所持者数の推移 

各手帳所持者数の推移は以下のようになっています。 

 

図表：身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

図表：療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

図表：精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

［出典］福祉課（各年 3月 31日現在）  
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（４）高齢者の社会参加について 

高齢者の主な社会参加の状況は下表の通りです。 
 

図表：高齢者の社会参加の状況 

 平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

老人クラブ団体数 30 29 29 29 29 

 老人クラブ加入者数 1,491 1,440 1,398 1,523 1,473 

筋トレサロン参加者数（延べ人数） 15,959 15,150 13,966 11,742 8,281 

 登録者数 685 621 597 522 447 

てげてげ広場参加者数（延べ人数） 2,234 4,481 5,977 7,171 5,453 

 登録者数 116 155 240 303 295 

シルバー人材センター会員数 268 247 266 257 231 

男性（65歳以上）料理教室 

参加人数（延べ人数） 
405 373 407 415 270 

老人クラブ等料理教室 

参加人数（延べ人数） 
111 102 119 119 0 

［出典］福祉課 

 
 

（５）保育施設等及び子育て支援サービス利用者数の推移 

認可保育施設・幼稚園への入所状況をみると、減少傾向にあります。なお、認可保育

施設の入所待ちをしている待機児童はいません。 
 

図表：保育施設等及び子育て支援サービス利用者数の推移 

 平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

認可保育施設入所児童数 559 509 515 508 504 

 待機児童数 0 0 0 0 0 

幼稚園入園児童数 139 168 170 132 139 

放課後児童クラブ利用児童数 302 322 315 232 201 

病児保育利用児童数（延べ人数） 205 200 309 339 193 

ファミリー・サポート・センター 

利用会員数 
140 141 143 146 97 

ファミリー・サポート・センター 

提供会員数 
35 35 36 36 35 

［出典］福祉課（各年 3月 31日現在） 
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（６）母子世帯・父子世帯数の推移 

母子世帯は減少傾向にあり、令和 2 年度は 220 世帯となっています。父子世帯につ

いては横ばいで推移しており、令和 2 年度は 29 世帯となっています。 

 

図表：母子世帯・父子世帯数の推移 

 

［出典］福祉課（各年 3月 31日現在） 

 

 

 

（７）生活保護世帯・人員の推移 

生活保護世帯・人員は、減少傾向にあり、令和 2 年度は 166 世帯、生活保護人員は

204 人となっています。 

 

図表：生活保護世帯・人員の推移 

 

［出典］福祉課（各年 3月 31日現在） 
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（８）虐待・DV・自殺の相談・通報件数 

各年度の各種虐待などの通報・届出・相談件数は以下のようになっています。令和 2

年度は高齢者虐待相談・通報件数が 6 件、児童虐待相談・通報件数が 13 件となって

おり、直近 5 年間でもっとも多くなっています。 

 

図表：虐待・ＤＶ・自殺などの状況 

 平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

高齢者虐待相談・通報件数 0 2 0 0 6 

障害者虐待相談・通報件数 0 0 0 0 0 

児童虐待相談・通報件数 8 9 8 7 13 

ＤＶ相談・通報件数 3 6 6 4 5 

自殺者数 5 4 5 4 6 

［出典］福祉課（各年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

（９）ボランティア登録者数・団体数 

ボランティア登録団体数・登録者はともに増加傾向にあり、令和 2 年度は 96 団体、

登録者数 2,453 人となっています。 

 

図表：ボランティア登録者数・団体数の推移 

 

［出典］企画調整課（各年 3月 31日現在） 
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２ アンケート調査からみる本市の現状 

 

（１）調査回答者について 

回答者の性別は、男性 40.5％、女性 57.3％となっています。年齢については、 「60

歳代」が 28.2%と最も多く、次いで「70 歳代」が 26.1%、「50 歳代」が 15.1%と

なっています。また、住んでいる地域は、「枕崎校区」とした回答が 45.6%と最も多

く、次いで「桜山校区」が 22.2%、「立神校区」が 18.5%、「別府校区」が 11.8%と

なっています。 

 

【性 別】 【年 齢】 

  
【校 区】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性, 

40.5%
女性, 

57.3%

答えたくない, 

0.4%

無回答, 

1.9%

10歳代, 

0.4%
20歳代, 

2.7%

30歳代, 

4.4%

40歳代, 

9.3%

50歳代, 

15.1%

60歳代, 

28.2%

70歳代, 

26.1%

80歳以上, 

12.2%

無回答, 

1.5%

枕崎校区,

45.6%

立神校区, 

18.5%

桜山校区, 

22.2%

別府校区, 

11.8%

無回答, 

1.9%



 

 17 

（２）調査結果（抜粋） 

 

① 支援が必要と思われる家庭の有無について 

隣近所に、周囲の人の手助けや協力・支援が必要だと思われるご家庭がありますか。 

［複数回答］ 

「ひとり暮らしの高齢者」が 33.0%と最も多く、次いで「高齢者のみの家庭」が 25.5%

となっています。また、「わからない・知らない」とした回答は 22.8%となっています。 

 

 

  

33.0%

25.5%

10.0%

7.7%

6.0%

4.6%

2.3%

1.5%

1.5%

1.0%

0.6%

25.1%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らしの高齢者

高齢者のみの家庭

要介護や認知症の高齢者がいる家庭

障害のある人がいる家庭

小さな子どもがいる家庭

ひとり親の家庭

生活に困窮している家庭

ひきこもりや不登校の子どもがいる家庭

外国人の家庭

ヤングケアラーの家庭

その他

ない

わからない・知らない
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② 広報・啓発について 

あなたは福祉に関する情報をどのように提供することがより効果的であると思いますか。

［複数回答］ 

 

「回覧板・掲示板による提

供」が 70.3%と最も多く、次

いで「広報・機関紙による提

供」が 64.3%、「インターネ

ットのホームページ・メール

による提供」が 25.3%となっ

ています。 

 

 

 

③ 将来の移動手段について 

将来あなたが車を運転できなくなった場合（運転免許のない方も含む）、外出時の主な交

通手段として何を利用したいですか。［単数回答］ 

 

「タクシー」が 34.0%と最

も多く、次いで「家族等の自動

車による送迎」が 24.9%、「徒

歩」が 13.1%となっていま

す。 

 

70.3%

64.3%

25.3%

20.3%

14.7%

10.2%

9.8%

7.5%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回覧板・掲示板による提供

広報・機関紙による提供

インターネットのホームページ・

メールによる提供

新聞による提供

公共施設の情報コーナー

による提供

研修会・講習会による提供

SNS（Facebook、Twitter等）

による提供

わからない

その他

徒歩, 13.1%

自転車, 

3.9%

電動シル

バーカー, 

4.1%

バイク, 

1.0%

バス, 5.4%

タクシー, 

34.0%

家族等の自

動車による

送迎, 24.9%

その他, 

1.0%

外出しない, 

1.0%

無回答, 

11.4%
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④ 地域活動について 

現在、自治会や子ども会、ＰＴＡなどの地域活動に参加していますか。［単数回答］ 

 

【参加状況】 

 

「参加している」が 44.4%、「参加してい

ないが、過去に参加したことがある」が

27.4%、「参加したことがない」が 23.0%

となっています。 

参加していると回答した方の活動内容は

「地区コミュニティ・自治会の活動」が

71.0%と最も多く、次いで「ボランティア活

動」が 24.8%、「PTAの活動」が 18.2%と

なっています。 

 

 

【活動内容】 

 

 

 

 

 

 

 

参加して

いる, 

44.4%

参加していな

いが、過去に

参加したこと

がある, 27.4%

参加したこ

とがない, 

23.0%

無回答, 

5.2%

71.0%

24.8%

18.2%

16.8%

15.9%

14.0%

13.6%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地区コミュニティ・自治会の活動

ボランティア活動

ＰＴＡの活動

高齢者クラブの活動

社会福祉協議会の活動

スポーツや文化・芸術に関する活動

子ども会の活動

その他
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地域活動に「参加していないが、過去に参加したことがある」「参加したことがない」と答

えた人におたずねします。現在参加していない理由は何ですか。 ［複数回答］ 

「参加する機会がない」が 26.7%と最も多く、次いで「体調がすぐれない」が 16.5%、

「時間がない」が 15.6%となっています。 

 

 

あなたの地域に今後どのような地域活動が必要だと思いますか。 ［複数回答］ 

「高齢者を支援する活動」が 47.1%と最も多く、次いで「住みやすい地域にする活動」

が 40.0%、「災害時の支援などの活動」が 37.3%となっています。 

 

 

26.7%

16.5%

15.6%

14.0%

11.9%

11.9%

10.7%

9.9%

9.1%

4.9%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加する機会がない

体調がすぐれない

時間がない

その他

興味がない

役員任期が終わったため

わずらわしい

知り合いがいない

自治会に加入して…

参加方法がわからない

地域に活動がない

47.1%

40.0%

37.3%

32.6%

32.0%

30.1%

27.0%

20.1%

16.8%

16.0%

11.0%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者を支援する活動

住みやすい地域にする活動

災害時の支援などの活動

地域を元気にする活動

地域の安全を守る活動

周辺環境を整備する活動

子育てを支援する活動

障害のある人を支援する活動

児童の健全育成の活動

特技や趣味を生かした交流活動

特にない

その他
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地域における助け合い、支えあい活動を活発にするためには、どのようなことが必要だと

思いますか。 ［複数回答］ 

「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が 41.3%と最も多く、

次いで「困っている人と助けることのできる人をつなぐ人材を育成する」が 30.3%、「地

域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」が 27.6%となっています。 

 

 

 

 

  

41.3%

30.3%

27.6%

24.9%

23.7%

23.7%

22.8%

18.7%

12.2%

9.8%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

困っている人や、助け合いの場や組織の

情報を得やすくする

困っている人と助けることのできる人を

つなぐ人材を育成する

地域における福祉活動の意義と重要性を

もっとＰＲする

地域の福祉活動の活動費・運営費などの

資金的な援助を行う

地域でボランティアなどの活動の

拠点となる場を整備する

福祉活動の相談・指導を担当する

専門職員の充実を図る

ボランティアリーダーや福祉活動に

かかわる人を育成する

学校教育や社会教育での

福祉教育を充実する

介護やボランティア活動の方法など

に関する研修を行う

特にない

その他
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⑤ 地域や周辺の環境について 

お住まいの地域や周辺の環境について、あてはまるものに〇をつけてください。［単数回答］ 

  

ア 子どもがいきいきと育つための環境が充実している 

 

 「どちらかといえばそう思う」と

した回答が 34.8%と最も多く、次

いで「どちらかといえばそう思わ

ない」が 21.0%となっています。 

 子どもがいきいきと育つための

環境が充実していると思っている

割合（そう思う＋どちらかといえ

ばそう思う）は 42.1%、思ってい

ない割合（そう思わない＋どちら

かといえばそう思わない）は

32.2%となっています。 

 

 

イ 若者や中高年の人が暮らしやすい環境が充実している 

 

 「どちらかといえばそう思わな

い」とした回答が 30.9%と最も多

く、次いで「どちらかといえばそう

思う」が 25.9%となっています。 

 若者や中高年の人が暮らしやす

い環境が充実していると思ってい

る割合（そう思う＋どちらかとい

えばそう思う）は 30.7%、思って

いない割合（そう思わない＋どち

らかといえばそう思わない）は

46.3%となっています。 

  

そう思う, 

7.3%

どちらかと

いえばそう

思う, 34.8％

どちらかと

いえばそう

思わない, 

21.0%

そう思わない, 

11.2%

わからない, 

19.5%

無回答, 6.2%

そう思う, 

4.8%

どちらかと

いえばそう

思う, 25.9%

どちらかと

いえばそう

思わない, 

30.9%

そう思わない, 

15.4%

わからない, 

16.6%

無回答, 6.4%
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ウ 高齢者に対する福祉サービスが充実している  

 

 「どちらかといえばそう思う」と

した回答が 31.1%と最も多く、次

いで「わからない」が 26.1%とな

っています。 

 高齢者に対する福祉サービスが

充実していると思っている割合

（そう思う＋どちらかといえばそ

う思う）は 40.2%、思っていない

割合（そう思わない＋どちらかと

いえばそう思わない）は 28.2%と

なっています。 

 

 

エ 障害のある人に対する福祉サービスが充実している 

 

 「わからない」とした回答が

36.3%で最も多く、次いで「どち

らかといえばそう思う」が 23.0%

となっています。 

 障害のある人に対する福祉サー

ビスが充実していると思っている

割合（そう思う＋どちらかといえ

ばそう思う）は 28.4%、思ってい

ない割合（そう思わない＋どちら

かといえばそう思わない）は

29.1%となっています。 

 

  

そう思う, 

9.1%

どちらかと

いえばそう

思う, 31.1%

どちらかと

いえばそう

思わない, 

20.7%

そう思わない, 

7.5%

わからない, 

26.1%

無回答, 5.4%

そう思う, 

5.4%

どちらかと

いえばそう

思う, 23.0%

どちらかと

いえばそう

思わない, 

21.4%

そう思わな

い, 7.7%

わからない, 

36.3%

無回答, 

6.2%
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⑥ ボランティア活動について 

ボランティア活動の経験について、おたずねします。［単数回答］ 

【活動経験】  

 

「現在活動してい

る」が 17.6%、「現在

活動していないが、過

去に活動したことが

ある」が 24.9%、「活

動したことがない」が

52.3%となっていま

す。 

 

【参加のきっかけ】  

 

ボランティア活動へ参加した主なきっかけとして、「町内会やＰＴＡ等に関わったため」

が 48.3%と最も多く、次いで「活動の必要性を感じ、自らの意思で参加した」が 21.0%、

「友人、知人や家族からすすめられたため」が 7.8%となっています。 

 

 

 

 

現在活動している, 

17.6%

現在活動して

いないが、過

去に活動した

ことがある, 

24.9%

活動したこと

がない, 52.3%

無回答, 5.2%

活動の必要性を感

じ、自らの意思で

参加した, 21.0%

町内会やＰＴＡ等に

関わったため, 48.3%

企業や労働組合の社

会貢献活動として, 

5.4%

講演会や講座への参加で

関心を持ったため, 1.5%

新聞やテレビ等の報道で

関心を持ったため, 0.5%

友人、知人や家族か

らすすめられたため, 

7.8%

学校（先生）から紹

介されたため, 2.4%

宗教活動として, 

1.5%
その他, 1.0%

無回答, 10.7%
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「現在活動している」「現在活動していないが、過去に活動したことがある」と答えた人に

おたずねします。活動の中で困ったこと、苦労したことはありますか。 

 ［複数回答］ 

「一緒に活動する人が少ない」が 47.3%と最も多く、次いで「継続的に活動することが

難しい」が 32.2%、「活動費などの資金が乏しい」が 15.1%となっています。 

 

 

 

⑦ 地域のつながりについて 

あなたは、近所づきあいについてどのように考えていますか。［複数回答］ 

「隣近所の人とは付き合いを大切にしたい」が 72.0%と最も多く、次いで「地域を良く

する活動をみんなで協力し合って行いたい」が 33.0%、「困り事を相談し合える関係を築

きたい」が 22.2%となっています。 

 

 

47.3%

32.2%

15.1%

14.6%

9.8%

7.8%

6.8%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一緒に活動する人が少ない

継続的に活動することが難しい

活動費などの資金が乏しい

組織をまとめる人がいない

活動する場所がない・少ない

その他

地域の理解や支持が得られない

自分の特技を活かすことができない

72.0%

33.0%

22.2%

13.1%

10.2%

2.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

隣近所の人とは付き合いを大切にしたい

地域を良くする活動をみんなで

協力し合って行いたい

困り事を相談し合える関係を築きたい

あいさつをする程度で地域の人や隣近所

の人とはかかわりを持ちたくない

他人の協力は期待していない

（自分のことは自分でする）

その他

興味がない
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今住んでいる地域のつながりが、以前と比べてどのようになっていると感じますか。 

［単数回答］ 

 

「 変 わ っ て い な い 」 が

27.8%と最も多く、次いで「弱

くなっている」が 24.1%、「や

や弱くなっている」が 20.1%

となっています。 

 地域のつながりが強くなっ

ていると感じている割合（強く

なっている＋やや強くなって

いる）は 5.4%、弱くなってい

ると感じている（弱くなってい

る＋やや弱くなっている）は

44.2%となっています。 

 

 

 

あなたはずっと枕崎市に住みたいですか。それとも別の場所に移りたいですか。 

［単数回答］ 

 

「いつまでも住みたい」が

40.9%と最も多く、次いで

「できるだけ住みたい」が

28.0%、「どちらでもいい」が

21.6%となっています。 

 

  

強くなって

いる, 3.5%

やや強く

なっている, 

1.9%

変わってい

ない, 27.8%

やや弱く

なっている, 

20.1%

弱くなって

いる, 24.1%

わからない, 

19.7%

その他, 0.6%

無回答, 2.3%

いつまでも

住みたい, 

40.9%

できるだけ

住みたい, 

28.0%

どちらで

もいい, 

21.6%

できれば

移りたい, 

7.7%

無回答, 

1.9%
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⑧ 災害対策について 

災害発生時の避難場所について、どこに避難するかご存知ですか。 ［単数回答］ 

 

「知っている」が 82.0%、

「知らない」が 15.8%となっ

ています。 

 

災害発生時に、緊急性を判断し、避難場所まで１人で避難することができますか。 

 ［単数回答］ 

【災害発生時の避難】  

 

「できる」が 78.8%、「判断

できるが、一人では避難できな

い」が 10.0%、「判断できず、

避難できない」が 2.1%となっ

ています。 

【災害発生時の支援者】  

 

「判断できるが、一人では避

難できない」「判断できず、避難

できない」と答えた方のうち、

51.7％の方が、災害発生時に

おける避難の支援を頼める人

が近所にいないと回答してい

ます。 

 

知っている, 

82.0%

知らない, 

15.8%

無回答, 

2.3%

できる, 

78.8%

判断できる

が、一人では

避難できない, 

10.0%

判断できず、避

難できない, 

2.1%

考えたこと

もない, 

6.0%

無回答, 

3.1%

いる, 44.8%

いない, 

51.7%

無回答, 

3.4%
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⑨ 成年後見制度について 

成年後見制度を知っていますか。 ［単数回答］ 

 

「名前も内容も知ってい

る」が 35.5%、「名前は聞い

たことがある」が 38.4%、「ま

ったく知らない」が 23.4%と

なっています。 

 

成年後見制度の利用促進・充実を図るために県や市はどのようなことに力を入れていくべ

きだと思いますか。［複数回答］ 

「成年後見制度についての周知・広報活動の推進」が 49.4%と最も多く、次いで「本人

の状況に応じた成年後見制度を選択することができるための支援の充実」が 34.4%、「高

齢者や障害のある人の権利擁護に関する相談窓口や相談体制の充実」と「成年後見制度が

必要な方の把握や支援を広げるための医療・福祉・法律などの専門職の連携」が 29.7%と

なっています。 

 

 

名前も内容も

知っている, 

35.5%

名前は聞いた

ことがある, 

38.4%

まったく知ら

ない, 23.4%

無回答, 

2.7%

49.4%

34.4%

29.7%

29.7%

25.7%

18.0%

8.3%

4.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

成年後見制度についての周知・広報活動の推進

本人の状況に応じた成年後見制度を選択すること

ができるための支援の充実

高齢者や障害のある人の権利擁護に関する

相談窓口や相談体制の充実

成年後見制度が必要な方の把握や支援を広げる

ための医療・福祉・法律などの専門職の連携

成年後見人による金銭の横領などの

不正防止の徹底

分からない

本人に身近な地域において住民が市民後見人

として支えていく体制の構築

特にない

その他
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⑩ 生活困窮者自立支援制度について 

生活困窮者自立支援制度を知っていますか。 ［単数回答］ 

 

「名前も内容も知っている」が

27.8%、「名前は聞いたことがあ

る」が 44.2%、「まったく知らな

い」が 24.1%となっています。 

 

自分自身が生活困窮に陥ったとき、自ら専門の相談窓口へ相談しようと思いますか。 

 ［単数回答］ 

【相談意向】 

 

 「思う」が 55.2%、「思わない」が 6.6%、

「わからない」が 35.9%となっています。 

 相談窓口へ相談しようと「思わない」と

回答された方の理由としては、「相談するこ

とに抵抗がある」が 53.1%と最も多く、次

いで「相談しても根本的な解決につながる

とは思えない」が 37.5%、「どこに相談し

ていいかわからない」と「その他」が18.8%

となっています。 

【相談しない理由】 

 

 

名前も内容も

知っている, 

27.8%

名前は聞いた

ことがある, 

44.2%

まったく知ら

ない, 24.1%

無回答, 

3.9%

思う, 

55.2%思わない, 

6.6%

わから

ない, 

35.9%

無回答, 

2.3%

53.1%

37.5%

18.8%

18.8%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談することに抵抗がある

相談しても根本的な解決につながるとは思えない

どこに相談していいかわからない

その他

過去に相談して嫌な思いをした

忙しく時間の都合がつかない

過去に相談したが助けてもらえなかった

過去に相談したが解決しなかった
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⑪ 重要だと思う取組について 

「すべての住民が住み慣れた地域で安心して生活できるまち」を実現するために、特に重

要なことは何でしょうか。 ［複数回答］ 

「自治会・町内会など隣近所による助け合い」が 43.8%と最も多く、次いで「高齢者や

障害者などに対する福祉サービスや施設の充実」が 35.3%、「雇用の安定」と「様々な困

りごとについて相談できる身近な相談窓口の充実」が 31.5%となっています。 

 

 

 

 

  

43.8%

35.3%

31.5%

31.5%

25.3%

22.0%

21.0%

19.1%

17.4%

13.5%

13.3%

9.3%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自治会・町内会など隣近所による助け合い

高齢者や障害者などに対する

福祉サービスや施設の充実

雇用の安定

様々な困りごとについて相談できる

身近な相談窓口の充実

地域医療体制の充実

子どもが安全に学校生活を過ごす

ことのできる環境の整備

健康づくりや介護予防に関する支援の充実

道路や公共交通機関の充実

警察・消防などの防犯・交通安全

・防災体制の充実

高齢者、障害者の方にも配慮した

バリアフリーのまちづくり

低所得者等への経済的支援

保育園や託児所の充実

ボランティア活動やＮＰＯ

（民間非営利組織）による助け合い
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（３）調査結果からみえる課題 

①地域や周辺の環境について 

居住している地域や周辺環境について、「子どもがいきいきと育つための環境が充実し

ている」と回答した方が 42.1％、「若者や中高年の人が暮らしやすい環境が充実してい

る」と回答した方が 30.7％、「高齢者に対する福祉サービスが充実している」と回答した

方が 40.2％、「障害のある人に対する福祉サービスが充実している」と回答した方が

28.4％となっています。 

ずっと枕崎市に住みたいかの問いに対しては、４割以上（40.9％）の方がいつまでも

住みたいと回答しており、できるだけ住みたいとした回答（28.0％）をあわせると約７

割の方が枕崎市での定住を希望しています。 

今後も、多様化・複雑化した支援ニーズに即した、福祉サービスの充実を図り、市民に

いつまでも住み続けたいと思ってもらえるまちづくりを進めていくことが必要です。 

 

② 地域との関わりについて 

近所づきあいについて、約７割（72.0％）の方が「隣近所の人とは付き合いを大切に

したい」と考えており、また、「地域を良くする活動をみんなで協力し合って行いたい」

とした回答も 3 割（33.0％）を超えています。しかしながら、地域のつながりについて、

弱くなっていると感じている方が４割（44.2％）を超えており、約２割（22.8％）の方

が、隣近所で手助けや協力・支援が必要だと思われる家庭があるかどうかわからない・知

らないと回答しています。 

今後、地域のつながりを深めていくため、公民館等の地域活動拠点の運営を支援し、活

動拠点の活用を促進するとともに、地域住民が集い、世代を超えて地域づくりについて考

える機会の充実を図る必要があります。 

 

③ ボランティア活動について 

現在ボランティア活動に参加していると回答した方は 17.6％となっています。ボラン

ティア活動に参加していく上で困ったことや苦労したこととしては、47.3％の方が「一

緒に活動する人が少ない」と回答しています。そのほか、「継続的に活動することが難し

い」が 32.2%、「活動費などの資金が乏しい」が 15.1%となっていることから、今後ボ

ランティア活動の輪を広げていくために、気軽に参加できる体制の整備やボランティア活

動に関する情報の提供、活動費への支援など経済的負担の軽減に向けての検討が必要です。 

 

④ 災害対策について 

避難場所の認知状況について、15.8％の方が「知らない」と回答しています。また、
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避難の状況判断と実際の避難についてみると、12.1％の方が「１人では避難できない」

と回答しており、そのうちの半数以上（51.7％）の方が、近隣に手助けを頼める人がい

ない状況となっています。今後、避難場所の周知徹底及び災害発生時における地域での見

守り・支援体制を着実に構築していく必要があります。 

 

⑤ 権利擁護・生活困窮者対策について 

成年後見制度について、名前も内容も知っている方が 35.5％、「名前は聞いたことがあ

る」と回答した方は 38.4％となっています。成年後見制度の利用促進・充実を図るため

には、周知・広報活動の推進が必要とする回答が 49.4％となっています。 

生活困窮者自立支援制度については、名前も内容も知っている方が 27.8％となってお

り、「名前は聞いたことがある」と回答した方は 44.2％となっています。 

自分自身が生活困窮に陥ったとき、自ら専門の相談窓口へ相談しようと思わないと回答

した方のうち、相談することについて抵抗がある方が 5 割（53.1％）を超えており、ま

た、約２割（18.8％）の方はどこに相談していいかわからないと回答しています。相談

者の秘密が守られることや不利益な取扱いを受けないことなど、制度や相談窓口に関する

情報提供を行い、安心して相談できる相談窓口の周知を図っていく必要があります。 
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３ 本市の課題 

 

統計データやアンケート調査結果から浮かび上がる本市の課題は、次のとおりです。 

 

（１）地域福祉を支える担い手の減少 

人口の減少や少子高齢化の進行、人々の価値観やライフスタイルが多様化する中、地

域福祉を支える担い手が減少してきています。 

今後、地域住民が主役の支え合う地域づくりを推進していくためには、地域の福祉活

動を支える担い手の育成とともに、幅広い世代の住民が気軽に地域の福祉活動等に参

加しやすい環境づくりを進めることが重要です。 

 

（２）関係団体等の更なる連携の強化 

本市では、市社会福祉協議会のほか、民生委員・児童委員協議会、自治公民館連絡協

議会、老人クラブ連合会、ボランティア団体やＮPO 法人等の各種団体が、地域におい

て様々な活動を行っています。 

今後、地域の福祉活動をより効果的に推進していくためには、これらの関係団体が更

に緊密な連携を図っていくことが必要です。 

 

（３）時代に即した地域福祉の課題への対応 

近年、全国では、親の介護と育児を同時に担う「ダブルケア」や、家事や家族の世話

を日常的に担っている「ヤングケアラー」、家族以外の人や地域との交流をほとんどし

ない「ひきこもり」などの新たな生活上の困難も顕在化してきています。 

このような地域福祉における新たな課題や複雑化・複合化した課題に的確に対応し

ていくためには、関係機関等の更なる連携に基づく情報収集や施策の推進が必要です。 

 

（４）福祉に関する情報提供の充実 

成年後見制度をはじめとする市の実施する施策や、地域の関係団体等が行っている

様々な福祉活動等の情報が、地域住民に十分届いていない状況がうかがわれます。 

今後、全ての人がいつでも必要な情報を得ることができるような環境の整備が必要

です。 

 

（５）感染症リスクへの対応 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、外出の自粛を余儀なくされるなど、地域の

様々な活動は大きな影響を受けました。 

今後は、感染症予防のための「新しい生活様式」に基づき、各自ができる感染症予防

対策を行いながら、地域における福祉活動を展開していくことが必要です。 
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第３章 計画の基本理念と基本目標 

１ 基本理念と基本目標 

 

（１）基本理念 

本計画の上位計画である「第６次枕崎市総合振興計画後期基本計画（令和 3 年度

から令和 7 年度）」においては、将来都市像として、【活力ある地場産業に支えられ、

人情味あふれる安らぎと潤いのある枕崎市】と掲げており、政策課題ごとの目標と

して、健康・福祉分野においては、「健康ですべての人々にやさしいまちづくり」を

掲げています。 

また、福祉分野の各計画においても、総合振興計画との関連性・継続性を踏まえ、

それぞれ基本理念を掲げています。 

本計画においても、第６次枕崎市総合振興計画後期基本計画及びその関連計画と

の関連性・継続性を踏まえ、基本理念を「思いやり 支え合い すべての人が いきい

きと暮らせるまち 枕崎」として、必要な施設の整備を行うとともに、地域住民や関

係機関、事業者等と連携して地域福祉を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本目標 

本計画においては、施策展開の基本的方向として、３つの基本目標を設定し、基

本理念の実現を目指します。 

 

基本目標１ 地域を支える仕組みをつくる 

基本目標２ 地域で支え合う仕組みをつくる 

基本目標３ 支援を必要とする人とつながる仕組みをつくる 
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２ 計画の体系 
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第４章 施策の展開 

１ 地域を支える仕組みをつくる（基本目標１） 

 

１‐１ 福祉サービスの充実 

「老人福祉計画・介護保険事業計画」（以下「老人福祉計画」といいます。）、「障害者

計画・障害福祉計画及び障害児福祉計画」（以下「障害福祉計画」といいます。）、「子ど

も・子育て支援事業計画」（以下「子育て支援計画」といいます。）等の各分野別計画に

基づき、地域における多様化・複雑化した支援ニーズに即した、きめ細かな福祉サービ

スの充実を図るとともに、適切なサービスの提供に努めます。 

支援を必要としている人が、必要な福祉サービスを適切に利用できるようにするた

めに、関係各課及び関連機関等との連携強化を図ります。 

 

  

高齢者と障害者（児）への一体的なサービスの提供 

 

介護サービス事業者や障害福祉サービス事業者等に、共生型サービスの運営等の基準や

介護報酬の仕組み等についての必要な情報提供を実施し、高齢者と障害者（児）への一

体的なサービス提供体制の充実を図ります。 

 実施主体 福祉課 関連計画 
老人福祉計画 

障害福祉計画 

 協働・連携 介護サービス事業者、障害福祉サービス事業者 

 

地域における子育て支援サービスの充実 

 

・子育てをしているすべての人が安心して子育てができるよう、地域における様々な子

育て支援サービスの充実に努めるとともに、保育サービス利用者の生活実態及び意向等

を踏まえ、サービス提供体制の整備を促進します。 

・子育て家庭が必要とする情報の提供や地域における子育てネットワークの形成の促

進など、地域資源を活用した取組を推進します。 

 

具体的な取組 

新生児訪問指導、乳幼児訪問指導、ファミリー・サポート・センター事業、放課後児童

健全育成事業、ふれあい子育てサロン、子育て講座、すこやか親子教室、枕崎市子育て

ネットワーク会議、子育て支援センターなど 

 実施主体 健康課・福祉課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 子育て支援サービス事業者 
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高齢者福祉サービスの提供体制の充実 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活が送れるよう、また、心身機能の低下

により自立した生活に不安のある高齢者が要介護状態にならないよう予防的視点を重

視し、介護保険サービス以外にも様々な在宅福祉サービスを提供します。 

 

具体的な取組 

福祉給食サービス事業、外出支援サービス事業、日常生活用具給付等事業、緊急通報体

制整備事業、高齢者生活福祉センター（生活支援ハウス）運営事業、高齢者生活福祉セ

ンター生活援助員設置事業、家族介護用品支給事業 など 

 実施主体 福祉課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 地域包括支援センター、社会福祉協議会、高齢者福祉サービス事業者 

 

介護保険サービスの提供体制の充実 

 

介護保険制度に基づく介護サービスを提供します。 

 

具体的な取組 

居宅サービス（訪問介護、通所介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビ

リテーション、短期入所介護、福祉用具貸与など）、施設サービス（介護老人福祉施設、

介護老人保健施設など）、地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護、小規模多

機能型居宅介護など） 

 実施主体 福祉課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 地域包括支援センター、介護サービス事業者 

 

障害福祉サービスの提供体制の充実 

 

・障害福祉サービスの充実と、ニーズに合わせた障害福祉サービスを検討します。 

・各サービスの見直しやサービス提供者への研修充実の取組を行い、障害福祉サービス

の質の向上を目指し、サービスの提供体制の充実を図ります。 

 

具体的な取組 

訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護など）、日中活動系サービス（生

活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型など）、居住系サービス（自

立生活援助、共同生活援助、施設入所支援など）、障害児通所支援（児童発達支援、医

療型児童発達支援、放課後等デイサービスなど）、相談支援（計画相談支援、地域移行

支援、地域定着支援など） 

地域生活支援事業（理解促進研修・啓発事業、手話通訳者・要約筆記者派遣事業、日常

生活用具給付事業など） 

 実施主体 福祉課 関連計画 障害福祉計画 

 協働・連携 障害福祉サービス事業者 
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１‐２ 地域の包括的支援体制の確立 

保健、医療、介護、福祉サービスが、関係者の連携の下、地域で支援を要する方々の

状況の変化等に応じて、包括的に切れ目なく提供される体制の整備を進めます。 

 

 

地域包括支援センターの取組強化 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう包括的及び継続的な支援体制（地

域包括ケアシステム）の構築を推進するため、適切な人員の確保に努めるとともに、

関係機関との更なる連携強化を図り、効率的かつ効果的な運営を目指します。 

 

具体的な取組 

業務量及び業務内容に応じた適切な人員配置、効果的な運営の継続、相談支援体制の機

能強化、包括的・継続的ケアマネジメント支援、地域支援事業の充実 

 実施主体 地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 地域包括支援センター運営協議会 

 

在宅医療・介護連携の推進 

 

市医師会が平成 25 年度から平成 27 年度まで取り組んだ枕崎市在宅医療提供体制推

進事業を平成 28年度から市が引き継ぎ、在宅医療・介護連携推進事業として、三師会

（医師会・歯科医師会・薬剤師会）や地域における医療・介護の関係者が連携した多職

種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制構築を図り、切れ目のない在宅

医療と在宅介護の提供体制の構築を推進します。 

 

具体的な取組 

ア 地域の社会資源、利用者の情報や利用状況、住民の意向等の情報収集 

イ 地域の医療・介護の資源の情報整理（リストやマップ等の作成）及び活用 

ウ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

エ 在宅医療・介護連携の対応策の実施 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援 

・地域住民への普及啓発 

・医療・介護関係者の情報共有の支援 

・医療・介護関係者の研修 など 

 実施主体 地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護サービス事業者など 
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地域ケア会議の充実 

 

保健・医療・福祉等の専門機関や住民組織・民間企業等多職種によるネットワークを構

築する枕崎市地域ケア会議を設置し、高齢者個人に対する支援の充実、地域課題の抽出

と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めるための協議を行い、共有された地域

課題の解決に向け環境整備を図ります。 

 実施主体 地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 医師会、歯科医師会、薬剤師会、社会福祉協議会など 

 

 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 

 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）を配置し、生活支援体制整備協議体

を中心に、一体的な連携を図りながら支援体制の充実や地域全体で多様な主体によるサ

ービス提供体制を構築することにより、地域における支え合いの仕組みづくりを推進し

ていきます。 

 実施主体 地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 社会福祉協議会、生活支援体制整備協議体 

 

 

子育て世代包括支援センター 

 
健康センターに設置している子育て世代包括支援センター（母子保健型）の更なる充実

を図るとともに、基本型の設置について取組を進めます。 

 実施主体 健康課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 医療機関、保健所、子育て支援サービス事業者 

 

 

障害者地域生活支援拠点の設置 

 

障害のある方やその家族が地域で安心して生活できるよう、相談への対応、体験の機会

と場所の提供、緊急時の受入れ、地域の体制づくりなど多角的な機能を有する拠点の整

備に向けた取組を進めます。 

 実施主体 福祉課 関連計画 障害福祉計画 

 協働・連携 グループホーム、障害者支援施設、基幹相談支援センターなど 
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１‐３ 相談支援体制の整備 

育児、介護、障害、貧困、更には育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の

複合化・複雑化した課題を受け止める総合的な相談支援体制づくりを進めます。 

 

 

相談・支援体制の維持・強化 

 

地域包括支援センターにおいて、より一層充実した円滑な相談・支援活動が展開できる

よう、高齢者や家族からの相談に対し、個別性を重視し訪問を主体として適切かつ迅速

に対応するとともに、地域の関係機関等とのネットワークの形成を図ります。 

 実施主体 地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 居宅介護支援事業所など 

 

 

地域子育て支援拠点事業 

 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行います。 

 

具体的な取組 

子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育て等に関する相談・援助の実施、地域

の子育て関連情報の提供、子育て及び子育て支援に関する講習等の実施など 

 実施主体 福祉課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 子育て支援センター 

 

 

障害者基幹相談支援センター等の設置 

 

障害のある方及びその家族が地域において安心して生活できるよう、障害に関する総合

的かつ専門的な相談業務を行う基幹相談支援センター等の設置に向けた協議・検討を進

めます。 

 実施主体 福祉課 関連計画 障害福祉計画 

 協働・連携 障害福祉サービス事業者、地域包括支援センター、医療機関など 
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１‐４ 地域福祉を担う専門的人材の確保・育成 

介護支援専門員などの介護人材、在宅医療を担う医師や看護師等の医療職、生活支援

サービスの担い手及び生活支援コーディネーターなどについては、多様な人材の参入

促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善の観点から、地域医療介護総合確保基金等を

活用した人材の確保対策を推進します。 

また、幼児期における質の高い教育・保育の安定的な提供や児童の健全育成を図るた

め、保育士や放課後児童支援員等の確保に努めるとともに、研修を通じた資質の向上に

取り組みます。 

 

 

介護人材の確保に向けた取組の推進 

 

・国や県と連携し、資格取得の支援、介護職の魅力の向上、外国人など多様な人材の

確保・育成のほか、ポイント制度やボランティアの活用等による介護・総合事業等の

担い手確保に向けた取組について検討します。 

・介護職員の処遇改善、働きやすい職場づくり、介護ロボット・ＩＣＴを活用した職

員の負担軽減等による介護職員の離職防止・定着促進の取組について検討します。 

・事業者と連携して専門的知識・技術の習得を目的とした研修会の開催や多職種との

連携等により、介護人材の専門性を高めるとともに、介護現場の中核を担う人材の育

成・確保及び資質の向上に取り組みます。 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 介護サービス事業者 

 

保育士等の人材確保 

 

・保育士の職業としての魅力を伝える取組を進めるとともに、潜在保育士の復職支援等

に関する取組を推進します。 

・保育士等がやりがいを持って働き続けられるよう、処遇改善など保育所等における職

場環境の改善を図ります。 

 

具体的な取組 

県の実施する保育士人材バンクと連携した枕崎市保育人材バンクにより、保育士等の仕

事に就きたい人と保育士等の人材を募集する事業所等とのマッチングを行うことによ

り、保育士等の人材確保につなげる。 

 実施主体 福祉課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 保育所、認定こども園 
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２ 地域で支え合う仕組みをつくる（基本目標２） 

 

２‐１ 住民主体の支え合いの地域づくり 

地域で安心して安全な日常生活を送ることができるよう、日常生活を支援する見守

り活動等を促進します。 

住民一人ひとりが、地域における様々な「困りごと」に気づき、地域、行政、社会福

祉協議会、その他の関係機関と連携・協働し、解決に向けて取り組み、支え合う地域づ

くりを推進します。 

 

 

地域住民参加による支え合いの推進 

 

・人と人との絆を大切にした地域の支え合いの輪を広げ、住民との協働により主体的に

地域で支え合える仕組みづくりを推進します。 

・地域住民参加による見守り・支援の取組を働きかけていきます。 

・地域の老人クラブ等を中心にした高齢者同士の支え合い活動等の活性化を支援して

いきます。 

 実施主体 福祉課・生涯学習課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 自治公民館、民生委員、老人クラブ 

 

介護経験者による支え合い 

 
介護の経験を地域に還元し、現在介護をしている介護者の精神的負担の軽減を図れるよ

う、介護者同士の交流機会の提供に努めていきます。 

 実施主体 福祉課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 地域包括支援センター 

 

ひとり暮らし高齢者等への支援 

 

・地域の中で在宅福祉アドバイザーやボランティアを行う個人や団体を募り、様々な角

度からの見守りや必要とされるサービスの情報提供、ケアマネジメント等ができるネッ

トワークの構築を検討します。 

具体的な取組 

地域見守りネットワーク支援事業、枕崎市通り会連合会、日本郵便株式会社枕崎市内各

郵便局、生活協同組合コープかごしま、光グループ、鹿児島ヤクルト販売などと連携・

協力した地域見守り活動、介護人材確保ポイント事業、シルバー人材センターワンコイ

ンサービス 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 自治公民館、民生委員、在宅福祉アドバイザーなど 
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２‐２ 健康・生きがいづくり 

若い世代からの健康づくりや生活習慣病予防や重症化予防の取組等、住民が主体的

に健康づくりに取り組めるよう、身近で参加しやすい機会の拡充や意識啓発を図り、地

域における健康づくりを進めます。 

 

 

健康長寿のための健康づくりの推進 

 

・健康寿命の延伸を目指し、市民が健康に関する正しい知識に基づき主体的に健康づく

りに取り組むことができるよう、効果的な普及・啓発を図ります。 

・住民の健康データに基づく健康課題の抽出と周知を行うなど、効果的な施策を推進し

ます. 

 

具体的な取組 

保健推進員活動、食生活改善推進員活動、健康指導員活動 など 

 実施主体 健康課 関連計画 健康まくらざき 21 

 協働・連携 保健推進員、食生活改善推進員、健康指導員 

 

 

生活習慣病の予防と改善 

 

・効果的な健康づくりと介護予防の一体的な取組について検討を進め、若い世代から健

康づくりに取り組み、将来の介護予防につなげていきます。 

・生活習慣病が発症する前の若い世代から、健診を受ける習慣を身につけ、自分の健康

状態を知り、健康の大切さを自覚してヘルスリテラシー（健康に関する正しい情報を自

ら収集し利活用できる力）を高めていくことができるように啓発します。 

 

具体的な取組 

特定健康診査、長寿健康診査、歯周病検診、市民健康教室 など 

 実施主体 健康課 関連計画 健康まくらざき 21 

 協働・連携 医師会、歯科医師会、薬剤師会 
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介護予防・重度化防止の取組の推進 

 

運動機能や栄養状態などの特定の機能の状態の改善を目指すだけでなく、高齢者が自身

のレベルに応じた予防活動等を行い、生きがいを持って生活できることを目指し、状態

の把握や適切な支援活動を行っていきます。 

 

具体的な取組 

介護予防・生活支援サービス事業（訪問型サービス・通所型サービス）、一般介護予防

事業（元気シニア向け介護予防教室、筋トレサロン事業、高齢者食生活改善事業、てげ

てげ広場事業）など 

 実施主体 地域包括ケア推進課・健康課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 
介護予防・生活支援サービス事業者、一般介護予防事業実施団体、自治

公民館 

 

 

社会参加の促進と活動機会の充実 

 

健康の保持増進に向けて、スポーツ活動を啓発するとともに、スポーツの中でレクリエ

ーション的な要素を取り入れつつ、気軽にグループづくりができるような、楽しみなが

ら継続してスポーツができる場の提供に努めます。 

 

具体的な取組 

高齢者元気度アップ・ポイント事業、高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業、老人

クラブ育成、高齢者学級、スポーツ活動 など 

 実施主体 
地域包括ケア推進課・福祉

課・生涯学習課 
関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 自治公民館、老人クラブ 

 

 

子どもや母親の健康の確保 

 

妊娠・出産から育児へと総合的・継続的な相談・支援体制の確保に努め、健康診査、訪

問指導、保健指導等の各種母子保健事業の充実を図ります。 

 

具体的な取組 

妊産婦健康診査や保健指導、妊婦学級、妊婦歯科検診、乳幼児健康診査、産後ケア事業、

発達相談、栄養相談など 

 実施主体 健康課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 医療機関、保健所 
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２‐３ 「福祉のこころ」のはぐくみ 

高齢者や障害者、子どもとの交流、ボランティア活動体験、福祉施設での体験学習な

どを通じ、福祉教育を推進します。 

住民一人ひとりが福祉に関する正しい知識の習得や、福祉に関する体験ができる生

涯学習を推進します。 

ボランティア活動を始める「きっかけ」づくりや、活動を続けていくことができるよ

う「やりがい」や「楽しさ」などを感じる活動メニューを充実させるとともに、自分の

知識や特技を活かし、一人でも多くの住民が積極的に活動に参加できるよう環境づく

りに努めます。 

 

 

学校における福祉教育の推進 

 

小・中学校において、総合的な学習の時間等を活用し、地域の高齢者を招待したり、高

齢者福祉施設等を訪問したりするなどの体験活動を通して、感謝と尊敬の気持ちや思い

やりの心を育むなど、福祉に関する教育を実施します。 

 実施主体 学校教育課 関連計画  

 協働・連携 小・中学校、老人クラブ、高齢者施設 

 

ボランティア活動の促進 

 

・広報紙等で制度の周知を行い、ボランティアに対する意識の醸成を図ります。 

・ボランティア活動に参加しやすい体制づくりを推進するとともに、ボランティアに登

録をした方が生き生きと活動できる環境を整備します。 

 

具体的な取組 

社会福祉協議会「ボランティアバンク」 

 実施主体 
企画調整課・地域包括ケア推

進課 
関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 社会福祉協議会 

 

高齢者等に対する福祉教育の推進 

 

すべての人が住み慣れた地域で安心して生きがいのある生活が送れるようにするため

には、自らが地域の生活課題を発見し、その解決に取り組むとともに、地域で支え合い、

助け合うシステムの構築が重要です。成人講座や高齢者学級などの機会を通じて、地域

福祉に関する市民の意識啓発に努めます。 

 実施主体 福祉課・生涯学習課 関連計画  

 協働・連携 地区公民館、自治公民館、老人クラブ 
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２‐４ 地域活動の参加者や担い手（リーダー）の確保・育成 

地域住民に対する福祉活動の啓発として、関係団体と連携の上、福祉活動に関する広

報を行い、理解を促すとともに、身近な地域での活動への参加につなげます。 

また、社会福祉法人や民間団体等についても、関係機関等と連携しながら社会貢献活

動への参加を促進します。 

 

 

支え合いの地域づくりの気運の醸成 

 

様々な広報媒体を活用して、地域づくりの意義や各種団体の活動状況等について情報発

信することにより、助け合い、支え合う意識や、地域づくりに「共に取り組む」気運の

醸成に努めます。 

 実施主体 福祉課・企画調整課 関連計画  

 協働・連携 関係各種団体 

 

次世代まちづくりリーダーの育成 

 

・子どもが自ら考え、地域を愛する心を育む、体験・参加型のまちづくり教育や子ども

も楽しめる地域活動の充実を図ります。 

・高校卒業と同時に地元を離れる子どもも多いため、高校生のうちに様々な実体験を通

じて地域に深く関わる経験をすることで、地域に対する誇りや愛着を感じてもらい、将

来の地域活性化を担う人材の育成につなげます。 

 実施主体 生涯学習課 関連計画  

 協働・連携 学校関係機関、自治公民館、子ども育成会 

 

民生委員・児童委員との連携強化 

 

・民生委員の活動に対する理解促進や負担軽減の取組など、担い手確保に向けた取組を

進めます。 

・民生委員・児童委員に対し、住民のニーズの把握のために必要な情報の提供や研修を

行うことにより連携強化を図ります。 

 実施主体 福祉課 関連計画  

 協働・連携 民生委員・児童委員協議会、社会福祉協議会 

 

認知症サポーターの養成と支援者をつなぐ仕組みづくり 

 
地域で暮らす認知症の人々やその家族を応援する「認知症サポーター」の養成と、地域

で認知症を見守るための支援者をつなぐ仕組みを整備していきます。 

 実施主体 地域包括ケア推進課・福祉課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 認知症サポーターキャラバンメイト連絡会 
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３ 支援を必要とする人とつながる仕組みをつくる（基本目標３） 

 

３‐１ 災害時の避難支援体制づくりの推進 

防災マップ等を活用して災害危険箇所や避難場所の周知を図り、地域住民の防災意

識を高めるとともに、関係機関と連携のもと、地域住民による防災体制を確立し、「自

助」「共助」「公助」による地域防災力の強化を図ります。 

 

 

災害時における要配慮者支援 

 

・災害時に支援が必要な要配慮者については、地域福祉支援システムを活用し情報把握

に努めるとともに、災害時の安全な避難に向けて各集落、関係機関との連携を図り、災

害時における安否確認や避難支援を迅速かつ的確にできるよう努めます。 

・一般避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、事業所の協力を得

て福祉避難所の充実等に努めます。 

 実施主体 福祉課 関連計画 地域防災計画 

 協働・連携 
自主防災組織、民生委員、居宅介護支援専門員、相談支援専門員、消防

署、警察署 

 

自主防災組織への支援 

 
自主防災組織の結成及び活動に対し必要な支援を行うとともに、自主防災組織の運営に

おける重要な役割を担う人材の育成を行います。 

 実施主体 総務課 関連計画 地域防災計画 

 協働・連携 自主防災組織、自治公民館 

 

防災知識の普及啓発 

 
関係機関等と連携し、防災・減災対策、災害応急対策等に関する訓練や防災知識の普及

啓発を推進します。 

 実施主体 総務課 関連計画 地域防災計画 

 協働・連携 自主防災組織、自治公民館 
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３‐２ 権利擁護支援の充実 

住民一人ひとりが人権の意義や人権尊重の重要性について正しい知識を持つように

取り組みます。 

認知症・知的障害・精神障害等の理由で判断能力が十分でない人の権利擁護を図るた

め、成年後見制度の利用を促進します。 

 

 

成年後見制度等の利用促進 

 

・成年後見制度や社会福祉協議会が行う福祉サービス利用支援事業について円滑に制

度を利用できるよう、関係機関と連携を図りながら相談援助や手続き支援を行います。 

・高齢者や障害者とその家族等が成年後見制度に対する知識を高められるよう、広報紙

への記事の掲載や出前講座の開催等を通じて制度を利用しやすい環境を構築します。 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画 
老人福祉計画 

障害福祉計画 

 協働・連携 社会福祉協議会 

 

権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築 

 

権利擁護に関し支援の必要な人が、本人らしい生活を守るための制度として成年後見制

度を利用できるよう、権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築します。 
 

ネットワークの役割 

○権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

○早期の段階からの相談・対応体制の整備 

○意思決定支援・身の上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

構成要素 

チーム：協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し、必要な

対応を行う仕組み。 

協議会：後見開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体や関係機

関が必要な支援を行えるよう、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、各専門職団

体や各関係機関が自発的に協力する体制づくりを進める合議体。中核機関が事務局機能

を担う。 

中核機関：専門職による専門的助言等の支援の確保や協議会の事務局など、地域連携ネ

ットワークのコーディネートを担う機関。 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画 
老人福祉計画 

障害福祉計画 

 協働・連携 
地域包括支援センター、社会福祉協議会、消費生活センター、民生委員、

弁護士、司法書士、社会福祉士など 
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中核機関の整備 

 

権利擁護支援に関する地域連携ネットワークの構築とその効果的な運用に向け、成年後

見制度に関する中核機関を本計画期間中に設置することについて、広域的な視点も踏ま

えて関係機関と協議・検討していきます。また、地域連携ネットワーク及び中核機関に

おいて、以下の４つの機能について、段階的・計画的に整備していきます。 

 

①広報機能 

・成年後見制度に関する講演会、講座等の開催 

・研修会等に講師として相談員を派遣 

②相談機能 

・相談員や専門員による相談支援 

・適切な制度利用につなげるための関係機関との連携 

③成年後見制度利用促進機能 

・本人の特性を踏まえた後見人等の選任支援（受任調整） 

・地域連携ネットワーク運営の司令塔 

④後見人支援機能 

・後見人支援に関し、必要に応じて関係機関への連絡・協議 

 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画  

 協働・連携 社会福祉協議会、司法書士、社会福祉士など 

 

市民後見人等の養成と活動支援 

 
県が実施する市民後見人養成講座の受講を推奨し、市民後見人の養成に努めます。また、

親族後見人や市民後見人等の日常的な相談に対応します 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画  

 協働・連携 社会福祉協議会 

 

権利擁護支援の更なる充実に向けた取組 

 

日常生活自立支援事業の対象にならないものの、判断能力に不安があり金銭管理が必要

な方や身元保証人が存在していないために生活等に困難を抱えている方への支援など、

成年後見制度利用促進の取組を通して明らかになった地域課題について、協議会で検討

します。 

 実施主体 福祉課 関連計画  

 協働・連携 社会福祉協議会 
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３‐３ 生活に困難を抱えている人の自立支援 

多様で複合的な課題を有する生活困窮者の自立を促進するため、相談対応から就労、

家計管理、子どもの学習等の支援を包括的に行う体制の構築を図ります。 

また、全国では、親の介護と育児を同時に担う「ダブルケア」や、家事や家族の世話

を日常的に担っている「ヤングケアラー」、家族以外の人や地域との交流をほとんどし

ない「ひきこもり」などの新たな生活上の困難も顕在化してきています。 

各福祉分野におけるあらゆる機会を通じて、生活に様々な困難を抱えている人を早

期に把握するとともに、抱えている課題が複雑化・深刻化しないよう、いち早く支援に

結びつけ、社会福祉協議会などの関係機関と連携のもと、生活困窮者の自立促進を図り

ます。 

 

 

生活困窮者自立支援法に基づく取組の推進 

 

生活困窮者自立支援法に基づいた次の取組を推進します。 

○必須事業 

・自立相談支援事業 

・住居確保給付金支給事業 

○任意事業 

・子どもの学習・生活支援事業 

・就労準備支援事業 

・家計改善支援事業 

 実施主体 福祉課 関連計画  

 協働・連携 スクールソーシャルワーカー、任意事業委託業者など 

 

新たな生活上の困難を抱える人への支援 

 

親の介護と育児を同時に担う「ダブルケア」や、家事や家族の世話を日常的に担う「ヤ

ングケアラー」、家族以外の人や地域との交流をほとんどしない「ひきこもり」など新

たな生活上の困難を抱える人の実態を把握し、適切な支援につなげていきます。 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画  

 協働・連携 民生委員、在宅福祉アドバイザーなど 

 

犯罪や非行をした人に対する社会復帰の支援 

 
再犯の防止等の推進に関する法律に基づき、犯罪や非行をした人が地域で孤立し犯罪を

繰り返すことのないよう、社会復帰に関する施策の推進に努めます。 

 実施主体 福祉課 関連計画  

 協働・連携 保護司 
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交通弱者に対する支援 

 

運転免許証を返納した等の理由により、通院や買い物などの日常の移動が困難となって

いる人に対して支援を行うことで、高齢者等の地域社会への参加促進、健康維持及

び介護予防の推進並びに生活の質の向上に努めます。 

令和元年度から実施しているタクシー利用に係る運賃の一部助成を継続して実施し、必

要な支援の拡充を図ります。 

 実施主体 福祉課 関連計画 総合振興計画 

 協働・連携 
警察署、タクシー事業者、相談支援専門員、居宅介護支援専門員、民生

委員 
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３‐４ 虐待の防止及び適切な対応の推進 

子ども、障害者、高齢者等に対する虐待の防止や対応強化のための体制整備を図りま

す。 

 

 

高齢者への虐待防止 

 

・虐待の防止、早期発見・早期対応が速やかに行われるよう、パンフレットの作成・配

布、広報紙への記事掲載等を活用し広報啓発を図り、地域全体で虐待防止についての意

識を高めます。 

・様々な背景を持つ高齢者虐待に対応するため、高齢者虐待防止ネットワーク運営委員

会を中心に複数の関係者と連携を取りながら、高齢者や養護者の生活を支援できる体制

を構築します。 

 実施主体 福祉課・地域包括ケア推進課 関連計画 老人福祉計画 

 協働・連携 高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会 

 

要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 

 
児童虐待の防止対策の充実、母子家庭等の自立支援、障害児施策の充実等を通じ、支援

を必要とする児童が身近な地域で安心して生活できる環境づくりを推進します。 

 実施主体 福祉課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 要保護児童対策地域協議会 

 

育児・児童相談機能の強化 

 

・関係機関と連携し、各種訪問等での保護者の育児負担の状況把握、家庭児童相談室の

設置による虐待の未然防止・早期発見に努めます。 

・家庭での適正な児童養育及び児童虐待に関する相談については、県児童相談所等と連

携して虐待を受けた子どもの保護を図り、保護者にも適切な助言・指導・支援等を行い

ます。 

 

具体的な取組 

要保護児童対策地域協議会、子ども SOS 地域連絡会議など 

 実施主体 福祉課 関連計画 子育て支援計画 

 協働・連携 児童相談所、児童家庭支援センター 
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３‐５ 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 

自殺対策を効果的・効率的に推進し、誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現

するため、高齢者、障害者、子ども・子育て、生活困窮者支援など各福祉分野の取組に

おいて、自殺対策の視点を踏まえた施策の展開を図ります。 

 

 

勤務・経営に関する自殺対策の推進 

 

自殺リスクの高い要因の一つである「勤務・経営に関する問題」の解決のためには、「働

き方改革」に関わる事業等と効果的に連携する必要があり、地域における多様な「勤務

環境」及び「労働環境」を踏まえ、就労者の自殺対策を推進していきます。 

 

具体的な取組 

滞納整理事務に係る生活支援対策事業、産業後継者育成奨励金、メンタルヘルスに関す

る取組など 

 実施主体 健康課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 保健所、各関係機関・団体 

 

 

高齢者に関する自殺対策の推進 

 

高齢者に対する支援は、既存の事業として様々な対策が図られているため、これらの事

業等と効果的に連携するとともに、高齢者の孤立・孤独を防ぐための居場所づくり等、

社会参加の強化を図り、高齢者の自殺対策を推進していきます。 

 

具体的な取組 

高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業、地域見守りネットワーク支援事業、てげて

げ広場事業など 

 実施主体 
健康課・福祉課・地域包括ケ

ア推進課 
関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 民生委員、老人クラブ、一般介護予防事業実施団体 
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生活自立支援と連動した自殺対策の推進 

 

生活困窮者は、本市において自殺リスクが高い層であり、その背景として多様かつ広範

な問題を複合的に抱えていることが多く、結果として、経済的困窮に加えて関係性も貧

困となり、社会的に孤立しやすい傾向にあります。このような生活困窮者が自殺に追い

込まれることがないよう、社会的に孤立した生活困窮者を地域の人々とつなぐ取組を行

うことで、生きることの促進要因を強化するとともに、自殺リスクを抱える生活困窮者

を見出し、的確な支援へとつなぐ必要があります。そのため、関連する支援組織や団体

等が連携し、効果的な支援の推進を図ります。 

 

具体的な取組 

生活困窮者自立支援事業、訓練等給付に関する事業、重複多受診者・重複服薬者指導事

業など 

 実施主体 健康課・福祉課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 生活困窮者自立支援事業関係機関 

 

 

地域におけるネットワークの強化 

 

様々な分野の施策、人々や団体が密接かつ効果的に連携し、保健・福祉や医療に関する

視点のみではなく、教育や労働等を含む視点も考慮した包括的な取組を実施していきま

す。 

 

具体的な取組 

枕崎市自殺対策連絡協議会、枕崎市いのち支える自殺対策推進本部会議、枕崎市自殺対

策庁内連絡会議、子育て支援ネットワーク会議、地域見守りネットワーク支援事業、地

域自立支援協議会など 

 実施主体 健康課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 各関係機関・団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 57 

自殺対策を支える人材の育成 

 

自殺リスクを低下させるためには、様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対して、早

期の「気づき」が重要です。事態が深刻化することを事前に防ぐため、自殺リスクを抱

えている人に寄り添いながら、状況に応じて適切な対応を取り、地域の専門機関等と効

果的に連携し、相談者の自殺リスクを低下させる支援を行うことができる地域の人材を

育成していきます。 

 

具体的な取組 

職員研修事業、家庭児童相談員設置事業、社会教育学級事業、健康センター事業、消費

者行政活性化事業など 

 実施主体 健康課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 各関係機関・団体、地域住民 

 

 

市民の啓発と周知 

 

個人の自由な意思や選択の結果ではなく、「自殺は、その多くが追い込まれた末の死」

であり、自殺に追い込まれるということは「誰にでも起こり得る危機」であるという実

態を、市民に広く周知し理解促進を図ります。また、自分がそのような危機に陥った場

合は、誰かへの援助を求めることが適当であるという考え方が社会全体の共通認識とな

るように、積極的に普及啓発を行います。更に、身近にいる人で助けを必要としている

人の存在にいち早く気づき、その想いに寄り添いながら支援することが、自殺の防止に

非常に重要であることについて、市民への啓発活動を積極的に実施します。 

 

具体的な取組 

自殺対策強化事業、男女共同参画事業、視聴覚ライブラリー事業、社会教育学級事業な

ど 

 実施主体 健康課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 各関係機関・団体、地域住民 
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生きることの促進要因への支援 

 

自殺対策は、「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を排除するだけでなく、「生

きることの促進要因（自殺の保護要因）」を増やすことが求められます。生きることの

促進要因とは、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等のことです。 

「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、自分の居場所と思えるコミュニティ

の提供、自殺未遂者の精神的ケア及び生活支援、自死遺族者の支援等、「生きることの

促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、

生きることの包括的な支援として推進します。 

 

具体的な取組 

認知症地域支援・ケア向上事業、配偶者暴力相談支援事業、就学に関する事務事業、生

活保護各種扶助事務事業など 

 実施主体 
健康課・福祉課・地域包括ケ

ア推進課 
関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 各関係機関・団体、地域住民 

 

 

児童生徒の SOS の出し方に関する教育 

 

学校においては、児童生徒が命の大切さを実感できる教育ばかりでなく、社会において

直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身に付けるための教育

（SOS の出し方に関する教育）、心の健康の保持に係る教育など、児童生徒の生きるこ

との促進要因を増やすことを通じて自殺対策に資する教育の実施に向けた環境づくり

を進めます。また、子どもからの SOS に対して、周囲の大人が適切に対応できるよう、

その受け皿を強化するとともに、子どもや子育て世帯の支援を一貫して行えるよう、支

援者間の連携を強化します。 

 

具体的な取組 

スクールカウンセラー配置事業、スクールソーシャルワーカー活用事業、いじめ問題専

門委員会、自殺対策強化事業、社会教育指導員事業など 

 実施主体 学校教育課・健康課 関連計画 自殺対策計画 

 協働・連携 学校関係機関・団体 

 

 

  



 

 59 
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第５章 計画の推進 

１ 主体ごとの役割 

 

計画の実現に向けては、住民、関係団体、事業者、社会福祉協議会、行政がそれぞれ

の分野において主体的、積極的に役割を果たし、協働しながら、地域社会全体で取組を

進めていきます。 

 

①住民の役割 

住民は福祉サービスの利用者であるとともに、地域福祉の担い手でもあります。住民一

人ひとりが地域福祉についての理解を深めるとともに、身近なところで自ら何ができるの

かを考え、主体的に地域の福祉活動に参加することが期待されます。 

 

②関係団体の役割 

各自治公民館や老人クラブ等は、地域活動を行う上で、住民にとって最も身近な団体・

組織です。地域における見守り活動等を通して、要支援者の情報や地域における潜在的な

支援ニーズ、地域課題の把握につなげるとともに、支援機関や相談機関、行政等と連携し、

課題解決のための支援等の担い手として積極的に参画することが期待されます。 

また、自主的・自発的に活動を行う住民の集まりであるボランティア活動団体等は、各

種団体や行政等と連携し、地域福祉推進のための活動の充実が期待されます。 

 

③事業者の役割 

福祉サービスの提供者として、住民の多様なニーズに積極的に応えることが求められて

います。また、利用者の自立支援、サービスの質の確保、利用者保護、情報提供・公開を

はじめ、関係機関や他のサービスとの連携の中で、総合的なサービス提供への取組が期待

されます。 

 

④社会福祉協議会の役割 

社会福祉協議会は平成 12 年の社会福祉法の改正により、地域福祉の推進を担う団体と

して明確に位置づけられました。社会福祉協議会は、地域福祉活動への地域住民の参加促

進をはじめ、民間福祉団体の先導役として、住民や住民活動団体、行政等との調整役とな

り、地域ぐるみの活動を推進します。また、住民や各自治公民館その他の団体等との連携

役となり、福祉のコミュニティづくりや支え合いのネットワークづくりを進めます。 
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⑤行政の役割 

市は、地域福祉の充実に向け、常に地域の実態や住民ニーズを把握するとともに、住民

レベルの自主的な地域福祉活動が促進されるよう、情報提供や関係機関との連携、交流機

会の確保に努めるなど支援を行います。また、本計画の基本理念に則り、地域福祉を進め

るための諸施策を住民、事業者及び関係機関との協働で、総合的に推進します。 

 

２ 計画の進行管理及び点検 

 

各施策・事業について、担当部署が自己評価を行いながら、計画に基づく実施に努め

るとともに、社会福祉協議会と緊密に連携し、計画の進捗状況等を議題とする検討・意

見交換の会議等を必要に応じて、随時開催していきます。 

また、住民活動の評価表の作成や啓発活動など、住民の主体的な計画の推進に向けた

取組を支援していきます。 

 

   

 

３ 住民の参加促進 

 

住民・関係機関・関係団体等の参画による常会等を利用して、計画の進捗状況等を確

認するとともに、評価・見直しを行い、計画の推進を図ります。 

 

４ 計画の広報 

 

本計画を推進するためには、地域住民の協力が不可欠であるため、計画の趣旨や内容

を理解してもらえるよう、本計画を市のホームページや広報紙等に掲載し、広く周知を

図ります。 

Action（改善） 

事業の見直し 

Check（評価） 

効果測定・評価 

Do（実施） 
連携・協働による 

事業の実施 

Plan（計画） 

課題抽出 
計画の立案 
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５ 計画の評価指標 

 

 

1 1 42.1% 50.3%

2 30.7% 40.5%

3 40.2% 48.9%

4 28.4% 36.3%

5 24.1% 33.1%

6 32.4% 43.1%

7 47.1% 55.3%

8 3.5% 2.6%

9 3.1% 2.3%

2 10 5.4% 11.6%

11 40.9% 49.4%

12 79.3% 82.0%

13 56.0% 60.8%

14 17.2% 25.4%

15 17.6% 25.7%

16 44.4% 52.1%

17 8,480人 6,660人

18 363人 460人

3 19 32.2% 42.9%

20 51.7% 40.0%

21 35.5% 46.6%

22 27.8% 40.9%

23 －％ 70.0%

24 44.9%
(平成30年度)

60.0%

子供がいきいきと育つための環境が充実していると思っている人の割合
（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

基本
目標

設定項目
現状

【R３年度】
目標値

【R８年度】

地
域
を
支
え
る
仕
組
み
を
つ
く
る

若者や中高年の人が暮らしやすい環境が充実していると思っている人の
割合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

高齢者に対する福祉サービスが充実していると思っている人の割合（そ
う思うとどちらかといえばそう思うの合計）

障害のある人に対する福祉サービスが充実していると思っている人の割
合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

高齢者や障害のある人にとって暮らしやすい生活基盤が充実していると
思っている人の割合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

福祉施設や福祉事業所が整備されていると思っている人の割合（そう思
うとどちらかといえばそう思うの合計）

急な病気や怪我に対する救急医療が整備されていると思っている人の割
合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

生活上の悩みや不安を誰に相談したらよいかわからない人の割合

生活上の悩みや不安を相談する人がいない人の割合

地
域
で
支
え
合
う
仕
組
み
を
つ
く
る

枕崎市に「いつまでも住みたい」と思っている人の割合

住んでいる地域に愛着を感じている人の割合
（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

近所づきあいや助け合いなどの近隣関係が良好であると思っている人の
割合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

市民の福祉活動が活発であると思っている人の割合（そう思うとどちら
かといえばそう思うの合計）

ボランティア活動の経験（現在活動している）

自治会や子ども会、ＰＴＡなどの地域活動の参加率

筋トレサロン事業の参加者数

てげてげ広場事業等の参加者数

地域のつながりが強くなっていると感じている人の割合
（強くなっているとやや強くなっているの合計）

防災や防犯に対する支援や組織の体制が整備されていると思っている人
の割合（そう思うとどちらかといえばそう思うの合計）

支
援
を
必
要
と
す
る
人
と

つ
な
が
る
仕
組
み
を
つ
く
る

災害発生時に避難するとき、支援が必要であるが、頼める人がいない人
の割合

成年後見制度の認知度（名前も内容も知っている）

生活困窮者自立支援制度の認知度（名前も内容も知っている）

虐待が疑われる事例を確認したときに、どのように対応すべきか把握し
ている割合

悩みやストレスに関する相談について，助けを求めたり，誰かに相談し
たいと思う割合
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資料編 

１ 地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 
 

○枕崎市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

(設置) 

第１条 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条に基づき，枕崎市地域福祉計画を策定

し，又は変更するに当たり，住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福

祉に関する活動を行う者の意見を反映させるため，枕崎市地域福祉計画策定委員会(以下

「委員会」という。)を設置する。 

 

(所掌事務) 

第２条 委員会は，枕崎市地域福祉計画の策定及び変更に関する事項を協議し，その結果を

市長に報告するものとする。 

 

(組織) 

第３条 委員会は，委員 14人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健医療関係者 

(3) 福祉関係者（次号及び第５号に掲げる者を除く。） 

(4) 福祉施設等の代表 

(5) 福祉団体の代表 

(6) 地域団体の代表 

(7) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 

(任期) 

第４条 委員の任期は，第２条に規定する所掌事務が終了するまでの期間とする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は，委員の互選により定める。 

３ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，そ

の職務を代理する。 
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(会議) 

第６条 委員会の会議(以下「会議」という。)は，必要に応じて委員長が招集し，委員長が会

議の議長となる。ただし，最初に招集される会議は，市長が招集する。 

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。 

３ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，説明又は意見

を求めることができる。 

 

(庶務) 

第７条 委員会の庶務は，福祉課において処理する。 

 

(その他) 

第８条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。 

 

附 則 

 

この要綱は，令和３年 10月１日から施行する。 
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２ 地域福祉計画策定委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

枕崎市医師会 

南薩薬剤師会 

介護支援専門員協議会 

母子保健推進員代表 

枕崎保育連合会 ＮＰＯ法人代表 

枕崎市身体障害者福祉協会 

枕崎市母子寡婦福祉会 

枕崎市地域福祉計画 

策定委員会 

１４名 

 

策定委員会副委員長 

枕崎市自治公民館 

連絡協議会 

枕崎市民生委員 

児童委員協議会 

 

枕崎市老人クラブ連合会 

岸田 達也 

 

オブザーバー 

南薩地域振興局 

地域保健福祉課長 

田中 敏郎 

枕崎市社会福祉協議会 

策定委員会委員長 

赤木 正勝 

 

枕崎市教育委員 

下窪 節子 

 

国見 聡宏 

 

横市 秀文 

 

阿久根 一信 

 

川野 いずみ 

 

岩下 修一 

 

大脇 治樹 

 

中釜 寿代 

 

新留 真美子 

 

林  貢 

 

今給黎 忍 

 

枕崎市ＰＴＡ連絡協議会 

茅野 将也 
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３ 用語集 

 

 

8050問題 
ひきこもりの子をもつ家庭が高齢化し、50 代の中高年のひきこもりの子を 80 代の後
期高齢者にさしかかった親が面倒みるケースが増えているという社会問題のこと。 

 

ＤＶ 
配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力。ドメスティッ
ク・バイオレンス。 

 

ＮＰＯ 
「Non-Profit Organization」又は、「Not-for-Profit Organization」の略称で、様々
な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体
の総称。 

 

ＰＴＡ 
「Parent-Teacher Association」の略称で、各学校で組織された保護者と教職員（児
童を含まない）による社会教育関係団体のこと。 

 

 

 

 

介護支援専門員 
介護保険法に規定された専門職で、居宅介護支援事業所や介護保険施設に必置とされ
ている職種で、一般にケアマネジャー（略してケアマネ）とも呼ばれる。 
 

核家族 
「一組の夫婦のみ、または父親若しくは母親とその未婚の子ども」からなる家族。家族
の基礎単位とされる。 

 

虐待 
むごい扱いをすること。繰り返しあるいは習慣的に、暴力をふるったり、冷酷・冷淡な
接し方をすること。①身体的虐待（対象に身体的暴力を加える）、②心理的虐待（対象
に心理的暴力を加える）、③性的虐待（対象に性的暴力を加える）、④経済的虐待（対象
に金銭を使わせない、あるいは勝手に使う）、⑤ネグレクト（対象に必要な養育・監護
をしない）などがある。 

 

協働 
同じ目的のために、対等の立場で協力して共に働くこと。 

 

権利擁護 
自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や、認知症高齢者、障害者の権利
を守るため、その擁護者や代弁者が支援すること。 

 
 

高齢化率 
ある地域の総人口に対し 65 歳以上の高齢者人口が占める割合。 
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子育て支援センター 
子育て支援のための地域の拠点の一つ。無料相談や関連機関の紹介、子育てサークルの
活動支援などを行う。 

 

子育て世代包括支援センター 
母子保健法に基づき市町村が設置するもので、保健師等の専門スタッフが妊娠・出産・
子育てに関する様々な相談に対応し、必要に応じて支援プランの策定や地域の保健・医
療・福祉の関係機関との連絡調整を行うなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のな
い支援を一体的に提供する。 

 

コミュニティ 
居住地域を同じくし、利害を共にする共同社会。生産・自治・風俗・習慣などで深い結
びつきをもつ共同体。地域社会。 
 

 

自主防災組織 
災害による被害を予防・軽減するための活動を行う、地域住民主体の任意団体。 

 

自治会 
同一地域の居住者が、自分たちの共通利益の実現と生活の向上を目的として作る組織。
本市では自治公民館。 

 

社会福祉協議会 
社会福祉法に基づく社会福祉法人の一つ。住民が主体となり、地域住民やボランティア、
社会福祉関係者、行政機関の参加・協力を得ながら、「誰もが安心して暮らすことので
きる地域社会の実現」を目指し活動する民間の社会福祉組織。民間組織としての「自主
性」と、会員である市民や社会福祉関係者に支えられた「公共性」という２つの側面を
併せ持つ。 

 

住民基本台帳 
氏名・生年月日・性別・住所などが記載された住民票を編成したもので、住民の方々に
対する事務処理の基礎となるもの。 

 

就労準備支援事業 
生活困窮者自立支援制度に基づく事業の１つで、「社会との関わりに不安がある」、「他
の人とコミュニケーションがうまくとれない」など、直ちに就労が困難な方に６カ月か
ら１年の間、プログラムに沿って、一般就労に向けた基礎能力を養いながら就労に向け
た支援や就労機会の提供を行う事業。 

 

障害者等基幹相談支援センター 
地域の相談支援の拠点として障害者に関する総合的な相談業務（身体知的障害・精神障
害）及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じ、①総合相談・専門相
談、②地域移行・地域定着、③地域の相談支援体制の強化の取組、④権利擁護・虐待防
止等の業務を行う。 

 

自立相談支援事業 
生活困窮者自立支援制度に基づく事業の１つで、生活に困りごとや不安を抱えている
場合に、支援員が相談を受けて、どのような支援が必要かを相談者と一緒に考え、具体
的な支援プランを作成し、寄り添いながら自立に向けた支援を行う事業。 

 

生活困窮者 
収入や資産が少なく、生活に困っている者を表す用語。主に社会生活や行政などで使用
される用語であり、ワーキングプアや、傷病者、ホームレスなどがこれに相当し、社会
問題となっている。 
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生活支援コーディネーター 
地域支え合い推進員。高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していく
ことを目的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向け
たコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす者をいう。 

 

生活保護 
生活に困窮するすべての国民に対し、その最低限の生活を保障するため、その困窮の程
度に応じて国が行う保護。1950 年改正の生活保護法によって生活扶助、教育扶助、
住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の 8 種の扶助からな
る。 

 

生産年齢人口 
（人口統計で、）生産活動の中心となる 15 歳以上 65 歳未満の人口。生産年齢人口以
外の人口は従属人口という。 

 

成年後見制度 
認知症の高齢者や知的障害者、精神障害者など、判断能力が不十分な成人の財産管理や
契約、福祉サービスの利用契約、遺産分割協議などについて、本人が被害を被らないよ
う選任された成年後見人が代理して行う支援制度。 
 

 

 

ダブルケア 
子育てと老いた親等の介護を同時に担うこと。 

 

団塊の世代 
昭和 22～24 年（1947～1949）ごろの第 1 次ベビーブーム時代に生まれた世代。
他世代に比較して人数が多いところからいう。 

 

地域包括ケアシステム 
高齢者が重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最
後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供
される体制をいう。団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、保険者である
市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げて
いくことが必要とされている。 

 
 

地域包括支援センター 
高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地
域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、包括
的支援事業等を地域において一体的に実現する役割を担う中核的機関として設置され
る。 

 

ドメスティック・バイオレンス 
☞（英数字行）DV 
 
 

 

ニーズ 
生活に関する要望や要求。 
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年少人口 
（人口統計で、）0 歳から 14 歳までの人口。 

 
 

 

パブリックコメント 
行政機関等が法令等を制定・改廃したり基本的な構想・計画等を策定する際に、事前に
案を公表し広く市民等から意見を募ること。意見公募手続き。パブコメ。 

 

ボランティア 
自主的に社会事業などに参加し、無償の奉仕活動をする人。 

 
 

 

看取り 
病人のそばにいて世話をすること。また、死期まで見守り看病すること。看護。 

 

民生委員・児童委員 
地域住民の生活状態の把握、要援助者の自立のための相談・援助・助言、社会福祉事業
者等との密接な連携・活動支援、福祉事務所等の関係行政機関の業務への協力等を行う。
民生委員法に基づき厚生労働大臣が委嘱し、児童福祉法に定める児童委員も兼ねる。 

 
 

 

ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定される家事や家族の世話などを日常的に行っている子ども。 

 

要介護（要支援）認定者 
介護保険制度で、被保険者が介護を必要とする状態であることを保険者が認定するも
の。寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護）と、家事や身支度等の
日常生活に支援が必要になった状態（要支援）がある。 

 
 

 

リハビリテーション 
身体に障害のある人などが、再び社会生活に復帰するための、総合的な治療的訓練。身
体的な機能回復訓練のみにとどまらず、精神的、職業的な復帰訓練も含まれる。本来は
社会的権利・資格・名誉の回復を意味し、社会復帰・更生・療育の語が当てられる。リ
ハビリ。 

 

老年人口 
（人口統計で、）65 歳以上の人口。 
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